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1. はじめに 
近年，例えば加藤ほか（2006）などは，

地震の被害想定に関する研究を多く行って

いる．しかしながら既往研究の問題点とし

て，評価結果の空間解像度が高くなく住民

スケールでの評価ができない点などが挙げ

られる．また，多くの既往研究が一部地域

を対象としたケーススタディのみである．  
このような背景から本研究では，日本全

土の建物 1 棟 1 棟の建物の耐火性能，建物

構造，築年数を推定する手法を開発する．

これらのデータと確率的地震動地図（防災

科学研究所）を組み合わせることで地震に

よる火災と倒壊のリスクを算出する．さら

に消防データ（全国消防庁会）と秋山ら

（2013）が開発した建物単位の推定居住者

分布データを用いることで，地震直後の初

期対応力（公助・共助）を定量的に評価す

る．これらのデータは，ほぼ全国をカバー

している．このようなデータを組合せるこ

とで，人的被害の算出を行い，地域間の相

対的なリスク評価可能なデータベースを作

成する．1 棟 1 棟で高精度に推定できるこ

とで，任意の集計単位に対応でき，自治体

単位のみならず，市民が主体の地域コミュ

ニティ単位でのリスク評価が可能となる． 

2. データの開発 
本研究では，図 1 に示すようなデータを

利用し，建物 1 棟 1 棟に大規模地震による

倒壊・火災の被害推定に必要な情報および

初期対応力を評価するために必要な情報を

与えていく． 

  

図 1. 本研究のデータ整備の流れ 
2.1 地震動の付与と出火率 
本研究ではこのうち将来的に発生する地

震による確率的地震動の情報は，「確率論的

地震動予測地図」（地震調査研究推進本部）

を用いる．第 5 次メッシュ（250m 四方）

単位で集計されたデータであり，メッシュ



毎に 30 年間超過確率 3%，6%及び，50 年

間超過確率 2%，5%，10%，39％の地震動

が得られる． 
出火率は，東京消防庁が公開している業

種別・地震動別の出火確率（東京都第 16 期

火災予防審議会答申）を用いる．本研究で

はテレポイントデータを建物ポイントデー

タに空間結合することで，建物ごとにそこ

に入居する店舗・事業所の業種を明らかに

し，出火率の推定を行う．  
2.2 建物の耐火性能と構造の推定 
建物単位での耐火性能の推定をする．な

お本手法は加藤ほか（2006）を発展したも

のである．住宅地図，商業集積統計，住宅

土地統計調査を用いる．商業地域の多くが

建築基準法により防火地域や準防火地域に

指定されていることから，こうした地域に

耐火造および準耐火造の建物が多くなって

いるという仮定に基づき商業集積統計を用

いている．本研究の推定手法を表 1 に示す．

2 階建以下の耐火性能の割り当てについて

は，地域による耐火造・準耐火造の多寡を

考慮するために地域係数 k を定義する．地

域係数 k は式(1)で定義される． 
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nijは面積区分別の建物棟数(i は戸建・非戸

建の種別)，rijは j での耐火造率（j は面積区

分），sijは j での準耐火造率である．地域係

数 k は，商業集積内外か，戸建・非戸建・

不明別に 6 つのパターンで各々において算

出される(表 2)．即値の GIS データ（世田

谷区）から得られた耐火性能比率に応じて

ランダムに配置していく．東京都世田谷区

の 3 地域（世田谷区豪徳寺・三軒茶屋・北

沢）の 8,419 棟を対象に，1 棟 1 棟に対し

て耐火性能が正しく推定されているかどう

かの検証を行った結果，総合信頼性が

76.98%であった．また第 4 次地域メッシュ

でそれぞれ集計した場合，決定変数=0.8 以

上の強い相関が得られた． 
表 1 耐火性能の推定手法 

階数
商業集積
内外判定

建物用途 耐火造率（％） 準耐火造率（％） 防火造率（％）

5> ― ― 100 0 0

4 集積内 ― 97 3 0
4 集積外 ― 98 2 0
3 集積内 戸建 30 60 10
3 集積内 戸建事業所 50 45 5
3 集積内 共同ビル 68 30 2
3 集積内 目標物 0 0 100
3 集積内 その他 40 20 40
3 集積外 戸建 15 60 25
3 集積外 戸建事業所 40 45 15
3 集積外 共同ビル 67 30 2
3 集積外 目標物 0 0 100
3 集積外 その他 60 10 30

1,2 集積内 戸建
1,2 集積内 共同ビル
1,2 集積内 不明

1,2 集積外 戸建
1,2 集積外 共同ビル
1,2 集積外 不明

それぞれの場合に対して地域係数kを算出し
構造比率により配分.

 
表 2 構造種別面積別の耐火性能比

商業集積 建物用途
建物面積

[m2]
耐火造 準耐火造

0-75 r11=2.0 s11=8.0

75-100 r12=2.0 s12=1.0

100-200 r13=3.0 s13=1.0

200- r14=3.0 s14=3.0

0-75 r21=4.0 s21=3.0

75-100 r22=4.0 s22=5.0

100-200 r23=6.0 s23=6.0

200- r24=12.0 s24=6.0

0-75 r31=3.0 s31=5.5

75-100 r32=3.0 s32=3.0

100-200 r33=4.5 s33=3.5

200- r34=7.5 s34=4.5

0-75 r11=2.0 s11=4.0

75-100 r12=2.0 s12=10.0

100-200 r13=3.0 s13=1.0

200- r14=3.0 s14=2.0

0-75 r21=4.0 s21=10.0

75-100 r22=4.0 s22=10.0

100-200 r23=6.0 s23=13.0

200- r24=12.0 s24=12.0

0-75 r31=3.0 s31=10.0

75-100 r32=3.0 s32=7.0

100-200 r33=4.5 s33=7.0

200- r34=7.5 s34=7.0

商業集積内

戸建

非戸建

不明

商業集積外

戸建

非戸建

不明

 
建物構造（木造・非木造）についても耐

火性能の推定と同様に構造を割り当てる

（図 2）．また静岡県沼津市の 606 棟を対象

信頼性の検証を行った結果，総合信頼性が

86.38%であった．また第 4 次地域メッシュ

でそれぞれ集計した場合，決定変数=0.8 以

上の強い相関が得られた． 



 
図 2 建物構造の推定手法 

2.3 居住者情報と築年数の推定 
 居住者情報の推定についての詳細は秋山

（2012）を参照されたい．建物倒壊リスク

を評価する際には，建物構造に加え，築年

代が倒壊リスクに大きな影響を与えること

から築年数の推定を行う．そこで本研究で

は統計データからマイクロシュミレーショ

ンを用い，建物ポイントデータに築年代の

情報を追加する．手法は，マルコフ連鎖モ

ンテカルロ法を用いる．同手法により～

1970 年，1971～1980 年，1981～1990 年，

1991～2000 年，2001 年～現在までの５区

分の築年代を建物 1 棟 1 棟に与える．本研

究では，住宅土地統計データ（2008），国土

数値情報から得られる DID 地区（人口集中

地区）ポリゴンデータ，建物世帯年齢及び，

住宅地図から得られる建物階数を用いて，

築年代の推定を行う．住宅土地統計データ

の建物用途×建物構造×世帯主年齢×築年代

のクロス表と，建物用途×建物構造×建物階

数×築年代のクロス表から条件付き確率を

算出し，DID の重み付けをすることでシミ

ュレーションを行う．検証については，不

動産情報データ（株式会社アットホーム）

を整理し信頼性検証を進める予定である． 
3．大規模地震時の倒壊・火災リスク評価 
 建物の倒壊確率については，多くの被害

想定で利用されている村尾・山崎（2000）
の被害関数を用いる．これに中央防災会議

（2012）の手法を用いて倒壊による人的リ

スク評価を行う．火災リスクに関しても 2.2
で推定した出火率から延焼性を考慮して中

央防災会議（2012）の手法を用いて人的リ

スク評価を行う． 
4 ．大規模地震時の初期対応力評価 
 ある周辺住民による救助到達人数はその

年齢・性別により決定する．年齢・性別に

よる住民の救助活動状況は阪神大震災時の

調査結果から表 3 のようになることが明ら

かになっている（東京消防庁（2005））．本

研究では建物 i から 100m 圏内の建物に分

布する居住者が救助に来るものと想定する．

建物 i から dj[m]離れた建物 j の居住者に与

えられる重み dwjは式(2)で表現できる． 
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表 3 住民の救助活動実施状況 

 
消火期待棟数は，その建物が立地する地

域の消防施設（消防署・出張所等）から到

達する消防ポンプ車台数，消防職員数，お

よび消防団員数により推定できる．全ての

建物に消防職員数，およびそれらが配置さ

れている消防施設からのネットワーク距離，

また消防団員数も同様に与える．これらの

値を利用して，各建物の消火期待棟数を求

める． 
5 ．大規模地震時の被害推定結果 
建物毎の大規模地震時の倒壊・火災リス

クの情報と建物毎の初期対応力の情報を組

み合わせることで，死者率を算出し大規模

地震時の被害推定を行う．図 3 に 50 年超過

確率 2%の地震動（冬期夕刻発生）による日



本全土，中京地方，札幌それぞれの被害想

定の結果を示す．また図 4 に可視化の例を

示す． 
6．今後の展望 
 時間帯別のシミュレーションを行うこと

など改良の余地はまだある．しかし一番大

切なことは，このようなデータを実際に住

民との対話を通して，共有方法を模索し活

用することであり，その方法をデザインし

て提案する予定ある． 
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図 4 浜松市における可視化の例 
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図 5 日本全土における地震時の初期対応力を考慮した人的リスク（50%超過確率 2%の地

震動を入力した場合（冬の夕方）） 


